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１． はじめに 

 我が国の最終エネルギー消費の14.2％（2003年度）

を占める家庭部門に対して、省エネルギー対策を行

うことは重要性を増してきている。政府もヒートポ

ンプ（HP）給湯器ならびにコジェネレーションシス

テム（CGS）に関して導入目標を掲げ、市場において

も高効率給湯器やCGSの投入・開発強化が実施されて

いる。こうした機器の大規模導入は家庭における給

湯用エネルギー源の変化や系統電力購入量の変化を

もたらし、将来的な電源計画にも大きく影響を及ぼ

しうる。本研究では、個々の家庭の不確実な電力需

要・熱需要に対して、HPとCGSの最適な運用を決定し、

その一軒一軒の系統電力購入量を考えることで、従

来の研究では考えられてこなかった各家庭での運用

差にも目を向けている。また、供給側に目を向ける

と、京都議定書の発効に伴い、温室効果ガスとりわ

けCO2排出量の削減に力を入れる必要がある。CO2排出

量削減のため、現在注目を集めている技術としてCO2

の回収貯留技術があり、日本でも長岡市でその実験

が行われている。本研究では、系統にCO2排出量制約

がかかった場合、最適電源構成ならびにCO2回収貯留

設備の導入がどのように変化しているかの検討も試

みた。 

 

２． 本研究の流れ 

まず、全体の流れを図１に示す。 

最初に各家庭での需要を作成する。ここでは当研

究室で作成されたボトムアップシミュレーションに

より、全国47都道府県・20家族パターン・6季節・10

分単位の需要を作成し、都道府県による気温・家族

構成比率・行動パターン・機器普及率の違いを加味

している。 

次にボトムアップシミュレーションにより作成し

た需要を用い、一軒一軒の家庭にHPやCGSが導入し、

確率動的計画法を用いて最適な運用方策を決定し、

その際の系統電力需要の変化を算出する。 

得られた系統電力需要に対し、HPやCGSの普及シナ

リオを与え、家庭部門の系統電力需要の2050年まで

の変化を加味し、それを最適電源構成モデルに反映

し、電源構成ならびにCO2回収貯留設備の導入がどう

変化していくか分析する。 

図１ 研究の流れ 

 

３． ボトムアップシミュレーションによる需要の作成 

 当研究室で作成したボトムアップシミュレーショ

ンは世帯の中にある電気・ガス機器個々の時刻別需

要をシミュレーションにより生成し、それらの和と

して世帯の需要を算出するものである。 

 まず世帯構成員とその行動を決め、それぞれの10

分毎の各時点での行動や気温などの情報から各機器

の起動確率を求め、それに機器毎の単位消費エネル

ギーを掛けることによってその機器の使用エネルギ

ーを求める。そして、それを積分することによって

日負荷曲線を生成した。 

 図２に作成した東京の5人家族、冬季平日の電力需

要の例を載せる。時刻によって急峻なピークが表れ、

不確実な需要となる様子が模擬できていることが見

て取れる。 
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図２ 東京五人家族冬季平日の電力需要 
 

４． ＣＧＳ・ＨＰ最適運用方法の検討 

４．１ 概要 

ボトムアップシミュレーションにより作成した家庭

における電力・熱需要は不確実性を伴い、負荷変動が大

きく、負荷の集中する時間帯も日々変化する。そうした

中で、CGS・HPのメリットを活かすような効率的な運用

のためには需要家の電力・熱機器の使用傾向、CGS・HP

の性能等を考慮した運用パターン決定方が不可欠であ

る。そこで本研究では、確率動的計画法を用いて運用方

策を決定する。以下、その手順について示す。 

 

４．２ 確率動的計画法によるエネルギーコスト期待値の計

算 

 需要化の電力・熱負荷量の過去の変化は確率的に表現

できるため、確率動的計画法を用いて、需要家のエネル

ギーコスト期待値を計算し、期待値最小となる動作（運

転or停止）を選択することとした。以下にエネルギーコ

スト期待値を求める漸化式を示す。 
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４．３ ＣＧＳ・ＨＰシステム及びモデル仕様 

次に対象としたCGS・HPシステム及びモデル仕様を

示す。図３、図４に概略図を載せる。 

図３ ＣＧＳ概略図 

仕様 

① 電力出力1[kW]、排熱出力3.25[kW] 

② CGSの動作は運転（100％）と停止（0％）の2状態 

③ CGSの運転で満たせない電力需要は系統から不足

分を購入する 

④ CGSの運転で消費しきれなかった電力はヒーター

を使ってタンク内の湯の加熱に用いる 

⑤ タンク内の湯量で熱負荷を満たせない場合はボ

イラを運転し、不足分の熱を供給する 

⑥ タンク容量は300[ℓ ] 

⑦ ガス料金・電気料金は地域によって異なる（表１） 

⑧ CGSの動作は60分間隔 

 

図４ ＨＰ概略図 

 

仕様 

① COPは外気温により異なる 

② HP給湯器の加熱能力は4.5[kW] 

③ HPの動作は運転（100％）と停止（0％）の2状態 

④ タンク内の湯量で熱負荷を満たせない場合はヒ

ーターを運転し、不足分の熱を供給する 

⑤ タンク容量は370[ℓ ] 

⑥ 電気料金は昼（07:00～23:00）、夜（23:00～07:00）、

地域によって異なる（表１） 

⑦ ガス料金は地域によって異なる（表１） 

⑧ HPの動作は10分間隔 

 

表１ 設定電気料金（円/kWh）・ガス料金（円/m3） 

 

４．４ シミュレーション手順 

対象世帯の過去10日分の電力・熱日負荷曲線より
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地域 電気夜 電気昼 従来電気 従来ガス料金 CGSガス料金
北海道電力 6 27 22 176 78
東北電力 6 25 21 114 94
東京電力 6 26 21 112 92
北陸電力 7 26 21 115 94
中部電力 8 25 20 118 96
関西電力 7 26 19 119 82
中国電力 7 26 21 179 78
四国電力 7 26 20 134 78
九州電力 7 25 20 176 67
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各時点間の負荷量遷移回数を求め、これを元に各時

点間の負荷遷移確率を求める。そこで、より再現性

の高い負荷量遷移回数を得るために適当な分散を持

った正規分布で補完する。この負荷遷移回数から、

電力負荷量遷移確率を導出し、漸化式（1）（2）に

従い、エネルギーコスト期待値を最小とするCGS・HP

の動作を決定する。 

 

４．５ シミュレーション結果（東京） 

 図５、図６に一軒一軒の不確実な需要に対し確率

動的計画法により運用を決定し、のちに100軒分平均

したものを、図７、図８に先に需要を平均し、確定

的な需要に対し、線形計画法で運用を決定したもの

を載せる（いずれも床暖房なし）。表２に運転コス

トや購入電力量、購入ガス量について比較したもの

を載せる。ＣＧＳでは運用時間帯に大きな差は見ら

れないものの、動的計画ケースでは細かく需要に対

応した運転をすることが出来ず、電力需要がある程

度望める昼と夜に運転をする結果、排熱を有効に利

用できず、運転コスト面で得にならない。床暖房を

導入すると、熱負荷の増加により、運転コストも得

になる。ＨＰでは不確実な需要に備えるため、タン

ク湯量をある程度多く保とうとする運転パターンを

とり、従来の提案されている夜間電力を利用した運

転とはならなかった。購入電力量には大きな差が見

られないものの、夜間電力を有効に利用できないた

め、運転コスト面で増加する結果となった。 

ここで計算された購入電力量の変化、購入ガス量

の変化を次章の最適電源構成モデルで加味する。Ｈ

Ｐで購入電力量の増加により、系統需要が増加する

一方で、熱負荷に対するガス量がなくなる。ＣＧＳ

では購入電力量が減少する一方で、発電のためのガ

ス量の増加に繋がる。 

 

表２ 運転コスト・購入電力量・購入ガス量比 

（注：無比とはＣＧＳ・ＨＰを持たないガスボイラ

で熱負荷をまかなう家庭との比） 

図５ ＣＧＳ動的計画ケースの運用 

図６ ＨＰ動的計画ケースの運用 

図７ ＣＧＳ最適運用ケースの運用 

図８ ＨＰ最適運用ケースの運用 

ＣＧＳ動的計画ケース
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５． 最適電源構成モデル 

５．１ 概略 

本モデルは需要に対して、日本全体の発電事業総

費用を最小にするような電源構成、運用方法を線形

計画法により求めるものであり、電源の特性やCO2削

減なども盛り込んだ、電源・電力価値の解析が可能

である。 

 

５．２ 設定条件 

本モデルの主要設定条件を以下に載せる。 

基本構成 

・ 目的関数：発電事業総費用（期間中の割引率は5

％で現在価値換算）の最小化 

・ 制約条件：電力需給制約、供給予備力制約、設

備容量制約、発電出力制約、揚水式水力関連制

約、電力融通制約、負荷追従制約、LNG消費量制

約、CO2排出量制約、CO2回収設備制約、CO2貯留

制約 

・ 期間：2005年から2050年（10期間） 

・ 対象：日本を9地域（北海道・東北・東京・北陸

・中部・関西・中国・四国・九州）に分類 

・ 電源：原子力、石炭、IGCC、LNG、LNG複合、石

油、揚水、一般水力・地熱（外生値）、他社受

電 

・ 需要：各地域・年度につき 24 時間帯日負荷曲線

（年間 7 パターン）を想定。参照ケース、2050

年ＣＧＳ100％普及ケース、2050 年ＨＰ100％普

及ケースの需要を使用 

・ CO2回収設備：石炭・IGCC・LNG・LNG複合発電に

のみ導入可能 

・ CO2貯留：帯水層、油・ガス田、海洋帯水層、海

洋への貯留を考慮する。輸送パイプライン、注

入法等についても考慮 

 

５．３ シミュレーション結果 

 図９、図１０にＣＧＳ・ＨＰが普及することで参

照ケースから発電電力量がどう変化するか変化分

を図示する。2050年頃になると、ＣＧＳ・ＨＰの大

規模普及により、主にベース電源となる原子力、Ｌ

ＮＧ複合火力の発電量を変化させることで対応し

ている。図１１、図１２にCO2排出量８割削減ケース

のCO2バランスを示す。主にＬＮＧ複合火力から排出

されるCO2を油・ガス田、帯水層、海洋帯水層、海洋

の順に使用していき、貯留する結果となった。 

また、ＨＰの導入により家庭で排出されなくなる

CO2排出量は大きく、CO2排出量の８％程度の削減に

つながる結果となった。 

図９ ＣＧＳの普及により変化する発電電力量 

図１０ ＨＰの普及により変化する発電電力量 

図１１ ＣＧＳの普及時のCO2バランス（８割削減） 

図１２ ＨＰの普及時のCO2バランス（８割削減） 

CGS導入により変化する発電電力量
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HP導入により変化する発電電力量
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二酸化炭素バランス
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